
Option 1. 粗放養殖とAvicennia sp.他の造林を組み合わせた経営

東ジャワ州のシドアルジョ県には300年以
上も持続的に養殖経営が行われている、
6,000ヘクタールに及ぶ養殖池が広がる地域
がある。

伝統的にミルクフィッシュ（Bandeng）
を主に養殖していたが1980年代よりブラッ
クタイガー（Udang windu）の生産に切り替
えて、さらに高い収益が上がるようになっ
てきている。
この地域では伝統的に、養殖池の所有者が
マングローブの一種であるAvicennia sp.を池
の土手や沿岸に植栽し、養殖経営に利用し
ている。すなわち、雨季には池の塩分濃度
が相対的に下がり、pHが相対的に上がるの

で、葉に塩分を含むAvicennia sp.の枝葉を切って池の中に落とし込んでブラックタイガーの生育
に適する状態に養殖池の水分環境を調節している。海藻などと同様にブラックタイガーの餌と
なる動物プランクトンの増殖を促す役割を果たしている。

また、養殖池の所有者はAvicennia sp.を海岸部に植え、年々植栽面積は増加し、沖まで広がっ
ている。これは、海岸浸食を防止する役割を果たすとともに、Avicennia sp.のもつ造陸機能を利
用し、将来の新たな養殖池を造成する土地を確保していく目的で行われている。

マングローブを構成する植物体は海水に比べてpHが低いため、養殖池の中に植えると池の水
分のpHを下げすぎてしまうことになる。すなわち酸性にかたよりすぎてしまうので、エビの生
育には望ましくないことが多い。このため、池の土手にあまり多く植えすぎないようにしなけ
ればならない。特にRhizophora sp.のものはpHが低いため、ブラックタイガーの養殖を行う場合
には、池の中や周囲には植栽するべきではない134。各樹種の幹の距断で発生する鋸屑のpH試験
の結果は以下のとおりである。

また、Rhizophora mucronata, Ceriops tagalやXylocarpus granatumなどの種類のマングローブは
タンニンを多く含んでいる136。タンニンは動物の体内に入ると鉄分を奪い取ってしまう毒性が
あり、エビの成長を阻害するといわれている137。

シドアルジョの伝統的な養殖池ではAvicennia sp.が池の土手の上に5m-10m程度の間隔で植栽
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写真６１133 シドアルジョの養殖池・池の周囲の５ｍ間隔に
Avicennia sp.が植えられている。

133 東ジャワ州シドアルジョの養殖池
134 現地聞き取り調査・東ジャワ州シドアルジョ県・養殖経営専門家　鈴木隆史, M.Kohsim・1998年8-11月
135 ガラス電極法による（参考・日本土壌肥料学会監修/土壌標準分析測定法(1986)p70-71）
136 参照　2-4-5タンニン表(6), 聞き取り調査・杉山、保志門(1999)
137 資料・Asian Developing Bank（1997）



され、池の外の海岸部にも植栽されている。海岸部も後に養殖池を造成することを意図してい
るため、Rhizophora sp.を植栽するのは避けた方がよいが、川岸などにはRhizophora sp.の他、多
くの樹種を植栽しても問題はない。伐期については20年生ぐらいで伐採しないと葉の採取が難
しくなるため、これを伐期としている138。

Option 2. 粗放養殖とRhizophora sp.造林を組み合わせた経営

ジャワ島には、Rhizophora sp.を養殖池
の外や中に植えて養殖経営を行っている
箇所が多くある。

住民自らが伝統的に行っている場合と、
Perm Perhutani（林業公社）などの行政主
導によって行われているものがある。

多数の事例について養殖経営の面から
費用便益分析を行い、その中で、収支が
プラスとなったものについて、経営モデ
ルの一つとして考察したものである。

この事例は、Rhizophora sp.を養殖池の
中には植えず、土手の上及び海岸や河川
の沿岸部に植栽しているものである。高
値で取り引きされているブラックタイガ
ーの水揚げできる率はOption 1 に記述されている、Avicennia sp.タイプのものと比較的して低く
なっている。Rhizophora sp.を造林する意義はむしろ、薪や建材としての利用価値であり、地域
のマーケットで取引される価値が高いことが造林の魅力となっている。特に薪としては他の樹
種と比較して燃焼温度が高く長持ちするため、好んで用いられている139。村全体の面積が約
2,000haで、そのうち養殖池の面積が1,000ha、マングローブ林の面積が約1,000haとほぼ等分の
面積となっている140。

6-4-1-2 経営単位面積当たりの必要労働量による事業区分：　

労働多投型経営（High Labor Intensity Work）

粗放的な養殖経営では、１つの養殖池の経営につき、常時１人から３人の管理人が必要であ
る他、収穫時や、池や水門の修理、池底の掃除などのために5人から10人の日雇い労働者を雇
わなければならない。また、貯蔵、パッキング、輸送、冷凍工場などの関連産業の存在も欠か
せないため、養殖経営は多くの雇用を創出することが可能である。（約1,000人/ha/year）
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写真６２ チュラサウォの養殖池・池の周囲に
Rhizophora mucronataが植えられている。

138 現地聞き取り調査・東ジャワ州シドアルジョ県・M.Khosim・1998年8-11月
139 現地聞き取り調査・東ジャワ州チュラサウォ村・1998年9月
140 資料・Dinas Perhutanan Dan Konservasi Tanah Daerah Kabupaten Probolinggo 1998年1月



6-4-2 経営モデル

6-4-2-1 経営主体：　養殖池の所有者または経営者

伝統的粗放養殖経営は代々受け継がれてきた技術であり、長い経験によって確立されたもの
であり、熟練するためには長い経験を要する。養殖池の経営者は、季節や天候の変化によって
微妙に変わる養殖池の環境を、細心の注意をはらって点検し、自然の力を利用して調節を行っ
たり、月齢や潮汐を見ながら稚魚の放流や収穫の好機を図ったり、エビの健康状態を点検し、
異常があった場合に対処したりしなければならない。

養殖池の経営は、土地と池の所有者が直接自ら管理経営を行う場合と、管理人を雇って行う
場合がある。腕の良い熟達した管理人が経営を行った場合とそうでない場合では収穫高や魚・
エビの生存率に大きな違いが出る。

インドネシアにおいては多くの場合、海岸や河口付近に養殖池のまとまった地域があり、そ
の地域の中に多数の所有者がそれぞれの養殖池を持って経営しており、地域全体で１人の所有
者が所有しているという場合はほとんど見られない。このため、水の配分や水路の配置、川の
清掃、路網の使用などについてそれぞれの村や河川流域の単位で、協議や交渉をして、協定を
取り決めたり、協力したりする必要がある。さらに、養殖池を所有していない周辺の地域住民
と良好な関係を常に保つよう配慮することが必要である141。

Option 1. 粗放養殖とAvicennia sp.他の造林を組み合わせた経営

リーダーとなる人物を中心に養殖池の経営者が協同組合を作り、集荷、出荷量の調整や、品
質管理などの機能を果たしている。農薬や肥料などを一切使わない健康的な有機エビとして生
産され、差別化を図り、日本のオルタートレードや生協などと取引を行って、高値で輸出をし
ている。マングローブ（Avicennia sp.）の造林は、この協同組合の内部で資金を集めて共同で苗
畑を作り実施している142。また川の清掃や、共同水路の保全などにもこの拠出金が使われてい
る。養殖池の所有者は池の管理人に、その腕や経験によって、収益の６分の１から４分の１ま
でを支払って運営を任せている。

Option 2. 粗放養殖とRhizophora sp.造林を組み合わせた経営

オランダの植民地時代から伝統的に住民が自らマングローブの造林と養殖を続けている東ジ
ャワ州チュラサウォ村では、主にオオバヒルギ（Rhizophora mucronata）を植栽している。チュ
ラサウォにおいてはMustahim氏という中心人物がおり、養殖池の所有者でNGOを作り、マング
ローブを伐採したら必ず植林する、という協定を互いに守っている他、海岸地域への植林も進
めている。
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141 現地聞き取り調査・東ジャワ州バニュワンギ村・1998年9月、経済危機の時は、普段ブリの慣行などをきちん
と行っていない養殖池が周辺の住民に襲われるといった事件が数多く起こった。被害にあわなかった養殖池の
経営者は、「ゴトンヨロンの精神を理解し積極的な雇用を行うことが大切である」と言っていた。

142 聞き取り調査・“Kelompok Aliridho”という協同組合を作っている。拠出金は養殖池の面積1haにつきRp10,000
が協同組合の会員である所有者から毎年集金されている。・1998年9月



6-4-2-2 経営システム

マングローブ造林については、養殖池として利用された後に放棄されてすでに数年か経過し
た更地などの無立木地に造林することを前提にを考察している。低成長地域（Low Growth Site）
では、高成長地域（High Growth Site）に比し、マングローブの生育条件が厳しいものであるた
め、川岸部や沿岸部には、1m×1mの植栽間隔で全面積造林する。Option 1. のAvicennia sp.の植
栽には100%ポット苗、Option 2. のタンバックの土手には5m間隔で植栽するRhizophora sp.の植
栽には50%をポット苗、50%を直挿しで見積もる。１年後生存率の調査を行い、60%以下に生
存率がさがってしまった箇所については補植を行う。その率は約20%とみる。生存率を高める
ため、100%ポット苗による補植とする。その後、保育作業として、成長阻害植生の刈り払いを
行う。植栽面積の約10%に対して年２回、２年間行うものとする。苗畑は必要な本数を確保す
るために、２床の苗床（1m×9m）と１棟の作業小屋（3m×3m）を用意する。
それぞれのタイプの養殖経営システムは以下の通りである。

Option 1. 粗放養殖とAvicennia sp.他の造林を組み合わせた経営

(ａ) 養殖池を建設する。
(ｂ) 苗木を準備した上、池の土手に5m間隔

と河川、海岸に養殖池の面積と同じ面積
のマングローブを植栽する。池の土手及
び海岸部にはAvicennia sp.を植栽する。
ま た 、 川 岸 か ら 水 門 に か け て は 、
Avicennia sp.を植際するかまたは、現地
の地盤高などの条件に適合した多様な種
類を植栽する143。

(ｃ) １年に１度乾期に池干しをし、池底を１
ヶ月間太陽にさらすようにする。

(ｄ) 5-6人の日雇い労働者を雇用し、泥をす
くって土手に積み上げる。泥はのちに水
路の補修などにも用いられる。

(ｅ) 養殖池の中に、水をまず60cmの高さま
で入れ、約１ヶ月間放置し、池の中にガ
ンガンと呼ばれる海藻が十分に生えてく
るのを待つ。

(ｆ) ある程度ガンガンが成長したところで、
池の水を抜いて、５日間ほど天日で乾燥
させる。

(ｇ) その後池に水を入れるとガンガンを食べる動物プランクトンが集まってくる。海藻が不足
している場合には準マングローブの草生種であるジュルジュ（Acanthus ilcifolius）も入れ
ることがある。

(ｈ) 池にイプアンと呼ばれる涌き水を利用した順応池を作る。
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写真６３ 土手に５ｍ間隔でAvicennia sp.植栽

写真６４ ガンガン（海藻）

143 育苗技術、造林技術については本プロジェクトで開発された技術に基づく。



(ｉ) イプアンの中に稚エビを放流し、池の
塩分濃度などの条件に３日間順応させ
る。放流する数は、ブラックタイガー
がヘクタール当たり、10,000-15,000尾、
バンデンがヘクタール当たり1,000尾
程度である。

(ｊ) 池の水位差を利用して隣接する池にも
移動させるようにする。その後エビは
自由に周囲の池を行き来して成長す
る。（1ha-30ha）雨季にはpHの調整、
塩分濃度の調整などのために池の周囲
に植えたマングローブ（Avicennia sp.）
の葉を池の中に入れる。ジュルジュ

（Acanthus ilcifolius）も入れることがあ
る。

(ｋ) 約１ヶ月半で体重10g，体長5cm程度
のエビに育つ。

(ｌ) 約３ヶ月半から４ヶ月で収穫期を迎え
る。収穫時のエビの生存率は放流時と
比較して、40-60%，バンデンは約80%。
収穫量はヘクタール当たり、25-30尾
/kgのサイズのエビが約200 – 300kg。
バンデンは約300kg（100尾程度）であ
る。収益は池の管理人に4分の１渡す。
収穫にはプラヤンが用いられ、１ヶ月
に1回訪れる大潮の前後数日が収穫の
ピークとなる。プラヤンとは竹で作っ
たハート型の筒で、穴の大きさを調節
し、収穫するエビのサイズを調整した
りできる伝統的な道具である。閉じて
いた水門を開き、干満差を利用して池
の水を交換すると流れに逆行し、新し
い水を求めてエビが移動してくるため
大量に入りこむ仕組みになっている。

(ｍ) ブリという慣行が行われる。村人を集
め、池の底や周囲の水路に残ったエビ
や魚を手掴みで採って良いとするもの
である。村人が取ったものの半分は池
主に渡し、半分は池主に売っても良い
し、自分で持ちかえっても良いとする
ものである。伝統的粗放養殖池ではど
こでも行われている慣行である。
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写真６５ ジュルジュ（Acanthus ilcifolius）

写真６６ プラヤン（捕獲）

写真６７ 収穫されたブラックタイガー
Avicennia sp.タイプ（シドアルジョ）



海岸部にAvicennia sp.の植林を進めている理
由は、マングローブを植えると泥をとめ、海
に新しい土地ができるというマングローブの
造陸機能に着目しており、侵食防止の機能の
ほか、植栽後５年ほど経過したのち、伐開し
て新たな養殖池を造成することを目的として
いる。こうして作られた池は、まだ養殖池を
持っていない、地域住民に分配することを意
図している。また、池の周囲にAvicennia sp.を
植える理由は雨季に塩分やpH調節などのため
葉を落とし込むためと、Avicennia sp.がブラッ
クタイガーの養殖に害を及ぼすようなこのよ
うなことから海岸部と池の周囲にはAvicennia

sp.を植栽することとする。有害な物質を分泌
しないことを経験的に理解しているからであ
る144。

川岸から池の水門に至る水路の周辺は、地
盤の高さに大きな差があるため、また、より
自然環境に近づける植栽がプラスの効果を生
み出す可能性が高いと考えられるため、多様
な樹種の植栽を進めるものとする。

Option 2. 粗放養殖とRhizophora sp.造林を組み合わせた経営

(ａ) 養殖池を建設する。
(ｂ) マングローブ（Rhizophora sp.）の胎生種

子、苗木を準備した上、池の土手に１ｍ
間隔と河川、海岸に池の面積と同じ面積
の植栽を行う。

(ｃ) １年に１度乾期に池干しをし、池底を１
ヶ月間太陽にさらず。

(ｄ) 5-6人の労働者を雇用し、泥をすくって
土手に積み上げる。この泥はのちに水路
の補修などにも用いられる。

(ｅ) 水を入れる。
(ｆ) 稚エビを放流する。放流する数は、ブラ

ックタイガーがヘクタール当たり5,500

尾、バンデンがヘクタール当たり500尾
程度である。
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.写真６８ 住民によるマングローブの植栽
Rhizophora sp.タイプ（チュラサウォ村）

144 今後技術的にまた科学的に実証していく課題である。

写真６９ 収穫された魚
Rhizophora sp.タイプ（チュラサウォ村）



(ｇ) 約３ヶ月半から４ヶ月後に収穫期を迎える。
エビの生存率は30-40%，バンデンは約80%。
ヘクタール当たり、25-30尾/kgのサイズのブ
ラックタイガーが約50kg、バンデンは約
200kg（30尾程度）収穫される。その他自然
に入ってくるエビ（ホワイト種）が250kg程
度収穫される。収穫にはプラヤンが用いられ
る。

(ｈ) ブリという慣行が行われる。

6-4-2-3 さらなる考察

（１） 池と植栽地の面積の割合

調査結果及びADBのレポートなどを参考にして、財務分析を行った結果、収支の均衡が
取れ、経営モデルとして考察されたものは、養殖池：マングローブ面積＝１：１とされる
ものである。養殖池の中にはマングローブを植えないようにし、また、集約的養殖ではな
く粗放的な養殖によるものである。池の中に植えることは多くの養殖池の酸性化、タンニ
ンの魚毒性の問題により、採用されていない。

（２） 養殖経営と社会経済的ニーズに合致した樹種の選択

本モデルでは、事例調査に基づき養殖池の土手に一定の間隔と河川、海岸に池の面積と
同じ面積にマングローブを植栽することを前提としている。
Option 1 では、池の土手5m間隔及び海岸部にはAvicennia sp.を植栽する。これが全植栽

面積の約80%となる。残りの20%の川岸から水門にかけては、Avicennia sp.を植栽するかま
たは、Rhizophora sp.等　現地の地盤高などの条件に適合した多様な種類を植栽する。
Option 2 については、Rhizophora sp.の枝、種、支持根、幹などを養殖池の経営ではなく、

主として薪や住居の建築資材として活用すること及び海岸侵食の防止や防風効果等の機能
の発揮を目的として植栽するものである。 （Figure; I Nyoman Budiana）
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写真７０ ブリ風景
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6-4-3 分析と結果

6-4-3-1 前提条件

前述した経営システムを勘案し、投資可能性を判断するため、以下の前提条件によって財務
分析が行われている。

ａ) 養殖池の面積は1haとし、同じ面積の1haにマングローブを造林するものとする。樹種、植
栽箇所、植栽密度などは前述の経営システム及びさらなる考察の項にある通りとする。植
栽面積、本数、育林などに要するコストの算出方法は後述されている。20年ごとに伐採し
て再造林を行うものとする。
Option 1 Avicennia sp.は池の土手の上に5m間隔で1列に植栽し（100本）、さらに沿岸部

に1m×1m間隔で残りの苗木（9,900本）を植え、1ha分の植栽をすることとする。前述のよ
うに、海岸部と川岸では樹種を分けることが可能であるが、財務分析においては、よりコ
ストのかかるAvicennia sp.を全面積植栽するとみなして計算されている。
Option 2 Rhizophora sp.は池の土手の上に1m間隔で1列に植栽し（400本）、さらに沿岸

部（海岸、川岸）に残りの苗木（9,600本）を1m×1m間隔で1ha分の植栽をすることとす
る。

ｂ) 初期投資としてはまず養殖池の建設コストが必要である。
Option 1 では、約Rp.60百万必要となる。水門の構築など圧力のかかる水周りの建設に

は鉄木（Kayu Besi, iron wood）を用いることとされており、高価であるが、長い期間（約
10年）使用することができる145。
Option 2 は、約Rp.13百万必要となる。門の材料には一般的な材木または竹が用いられ

ており、1.5年に１度設置し直さなければならない146。この経費は修理費（Maintenance Cost）
に含まれている。

これらのコストには、水門の構築、水路及び池の掘削及び建設費などが含まれている。
このほかに初期投資として苗畑の建設費が必要である。
Option 1 Avicennia sp.では、苗床が幼苗の段階では陸上苗床を使い、ある程度成長した

のちに潮の干満のある苗床に移すため苗床4床が必要であり、作業小屋１棟の建設費も含
めて約Rp.536,000必要となる。
Option 2 Rhizophora sp.では、潮の干満のある苗床のみを2床と作業小屋１棟を建設す

るため、必要な経費はRp453,000となる。
いずれも年間10,800本のポット苗木の生産が可能である。

ｅ) 必要な労働力としては、Option 1 では、まず池の管理人を雇い常勤とする。収穫毎に収益
の25%を分配する。このほか、毎年1回の池の修理費が15人日必要となる。Option 2 につ
いては、出来高制で日雇い労働者を雇い、毎年1回池の修理を行う他は、オーナーが直接
池の管理人として働くこととする。

ｆ) それぞれのOptionの養殖経営に必要な稚エビ、稚魚（fry）の投入量、価格及び収穫高、販
売価格は表D-2，D-4の通りである。ブラックタイガーの価格は標準的な、32匹/kgサイズ
のものの価格が用いられている147。実際にはより大きいもの、小さいものが混ざり、大き

－130－

145 現地聞き取り調査・東ジャワ州シドアルジョ県・1998年9月
146 現地聞き取り調査・東ジャワ州チュラサウォ村・1998年9月
147 現地聞き取り調査・東ジャワ・1998年9月-10月



さによって価格は異なる。収穫時のエビの生存率はOption 1 Avicennia sp.では約40%、
Option 2 Rhizophora sp.では約30%となっている。

ｇ) この他ブリ（地域住民に収穫の分け前を与える）にかかる経費などもインドネシア共和国
において養殖池を経営する以上一般的に必要であるが、この財務分析の中では因子に入れ
ていない148。

造林作業に必要な数値、面積は以下のように条件づけられる。

Option 1. 粗放養殖とAvicennia sp.他の造林を組み合わせた経営

・マングローブ造林面積＝タンバック造成面積  - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - (1)

・植栽本数＝(1)×10,000／ha (植栽間隔1m×1m)  - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - (2)

・ポット苗植栽本数＝(2)  - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - (3)

・補植面積＝20 %×(1)  - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - (4)

・補植本数＝20 %×(2)  - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - (5)

・年間必要ポット苗準備数＝(3)＋(5)  - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - (6)

・年間ポット苗植栽本数＝(6)  - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - (7)

・年間植栽面積＝(1)＋(4) (補植箇所を含む)  - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - (8)

・年間刈り払い面積＝(10 %×((1))×2 回×2 年  - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - (9)
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Option 2. 粗放養殖とRhizophora sp.造林を組み合わせた経営

・マングローブ造林面積＝タンバック造成面積  - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - (10)

・植栽本数＝(10)×10,000／ha (植栽間隔1m×1m)  - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - (11)

・直挿し植栽種子数＝(11)／2  - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - (12)

・ポット苗植栽本数＝(11)／2  - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - (13)

・補植面積＝20 %×(10)  - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - (14)

・補植本数＝20 %×(11)  - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - (15)

・年間必要ポット苗準備数＝(13)＋(15)  - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - (16)

・年間ポット苗植栽本数＝(16)  - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - (17)

・年間直挿し植栽数＝(12)  - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - (18)

・年間植栽面積＝(10)＋(14) (補植箇所を含む)  - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - (19)

・年間刈り払い面積＝(10 %×((10))×2 回×2 年  - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - (20)

6-4-3-2 財務分析

Option 1 ではインフレ率5％、Rp-US$交換レーﾄ下落率5%を前提とした場合に、当初10年間
で62%の財務収益率が達成される。インドネシア国のインフレ率を年間10%とし、一方ルピア
が名目上全く切り下がらない場合でも50%の収益率が確保される。Option 2 ではインフレ率
5％、Rp-US$交換レーﾄ下落率5%を前提とした場合に、当初10年間で83%もの財務収益率が達成
され、実質為替レートが年間10％ずつ切り下がった場合でも、60％の財務収益率が保たれるこ
とが明らかとなった。

本書で分析した粗放養殖経営においては、低いコストに対して、非常に収益性が高い。投下
資本を回収するのに２年しかかからず、為替レートが不利な方向に動いてもその影響は少ない。
為替レートが変動しないと仮定した場合、投資2年目以降の運転コストの比率はOption 1 では
収益の20%、Option 2 では収益の40%と非常に少ないものとなっている。

6-4-3-3 市場性及び大規模外国投資の可能性

大規模投資の可能性としては、２つの場合が想定される。
１つは土地所有権が政府に属する放棄された養殖池に対す
る投資、もう１つは、土地所有権が明確とは言えない、操
業されていない養殖池に対する投資である。

集約的養殖の後放置された養殖池であっても、数年間休
止期を経ればマングローブを造林することも、もう一度再
建し、養殖経営を行うことも可能となる。放置され、すで
に国に返還されている養殖池であれば、投資家が国から土
地を借りる形で養殖経営を開始することは十分に可能であ
ると考えられる。

こうした放置された集約池は、池のサイズ、構造、水路
などが粗放養殖の場合と異なっていることが多いため、技
術的可能性について調査を行い、専門家の意見を踏まえて、
まず問題点や改良すべき点を明らかにしておくことが不可
欠である。まず、5ha程度の規模から試験的に事業を開始
し、段階的に拡大していくのが適切であると考えられる。
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また、土地の権利関係が不明確で、操業されていない養殖池が多数存在しており、それらを
再建し事業化を行おうとする場合には、それらの養殖池の権利を有する関係者を組織化して、
土地の権利関係を明確にした上で、共同で会社を設立するという方法が考えられる。養殖池所
有者は養殖池を現物で出資し資本参加するということも可能である。この場合、出資者が土地
所有権（Hak Milik）を持っていれば問題はあまりないが、開発権（HGU）などの不安定な権利
しか持っていない場合には、例えば政府が他の事業を行う必要性から土地収用を行い、代替地
を用意され、立ち退きを命ぜられる可能性があるなどのリスクを抱えることとなる。

2-3-1 投資環境の項で記述されているように、1998年７月14日付けで小企業保護のための外
資規制対象業種に関する法律が改正されている。この中の、１，小企業のみ参入可能業種の中
に、２）漁業によるエビ採取が挙げられている。また、２，小企業との提携を条件に大、中企
業が参入可能な業種として、３）水産（エビ種苗）が挙げられている。養殖経営によるエビの
生産はいずれもあたらないため問題はないが、将来、種苗生産まで多角的に事業を拡大しよう
と考えた場合には、地場小企業との連携について考慮する必要がある。

市場性について、シドアルジョの例では、日本の生協などと取引を行い、抗生物質や化学肥
料などを一切使わない有機エビとして差別化を図り、比較的高値で輸出されている。
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6-4-3-4 フィージビリティ

条件の整った土地が十分に確保されれば、伝統的な粗放養殖の手法を用いてマングローブの
植林と組み合わせた持続可能な経営システムにより、高い収益性を期待できる事業を実施する
ことが可能であることが明らかになった。事業開始当初数年間はその土地の環境条件、土壌、
水質、気候などの要因を踏まえて、適切な経営システムを明らかにすることが出来るまで、試
験的な事業として取り組むべきであり、5-20ヘクタール程度の小規模な面積から段階的に拡大
していくことが望ましい。
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写真７２ 地域住民に植栽されたマングローブの薪としての利用・チュラサウォ村

写真７３ 植栽されたマングローブによって
海岸浸食から守られている養殖池・
チュラサウォ村
撮影・１９９８年１月
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7 まとめ

本プロジェクトの最終的な目的は、マングローブ林の保全とその地域の持続可能な開発を実
現しうるような経営モデルを考察して明らかにすることである。このため、

（１） その経済活動の結果が再造林活動を実現し得るような投資の可能性を明らかにすること
（２） 環境に適しかつ経営の目的にあった持続可能な経営システムを明らかにすること

を目標として様々な現地調査や試験が進められた。
まず、インドネシア共和国のマングローブ林をとりまく現況及びマングローブの利用状況に

ついて調査分析し、さらに、インドネシアの現行の政策や関連法や規則などについても整理さ
れた。

これらを踏まえて、本調査におけるマングローブ林経営モデルの原則、すなわち
（１） ３つの構成要素、すなわち投資、地域住民の生活、自然環境において調和が保たれるこ

と。
（２） 一定の条件において、効率性が求められること。
（３） マングローブの面積が増加するか少なくとも減少しないこと。
（４） 土地利用が持続可能であること

の４つを定めて考察が進められた。

また、ITTOの「天然熱帯林の持続可能な経営のための基準・指標」を参考に、持続可能なマ
ングローブ林経営モデルに適用するために最も重要であると考えられる項目として、「森林資
源の健全性の維持」及び「地域の社会経済的条件との事業の適合性」が選択された。これらの
項目に基づいて、

（１） 森林成長量による地域区分
（２） 単位面積当たりの必要な労働量による事業区分

の２つの指標が設定され、経営モデルを区分するための要素とされた。
この結果、それぞれの要素の交差する４つのカテゴリー、すなわち、「高成長地域における労

働過少型経営」「高成長地域における労働多投型経営」「低成長地域における労働過少型経営」
「低成長地域における労働多投経営」のそれぞれに適合する４つのモデルが考察されている。

それぞれの経営モデルのオプションとして、モデルA；択伐更新によるチップ生産モデルに
おいては、収入間伐を組み入れたケースを、モデルB；択伐更新による木炭生産モデルにおい
ては、中国式窯、インドネシア伝統窯、マレーシア窯、日本式窯のそれぞれのタイプによる経
営を、モデルD；粗放的養殖経営とマングローブ造林を組み合わせたモデルについては、造林
樹種について、Avicennia sp.のタイプと Rhizophora sp.のタイプについてそれぞれ検討されてい
る。
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本編では、それぞれのモデルについて以下の順序で考察されている。
１　区分
（１） 森林成長量による地域区分
（２） 経営単位面積当たりに必要な労働量による事業区分

２　経営モデル
（１） 経営主体
（２） 経営システム
（３） 提案・考察

３　結果
（１） 前提条件
（２） 財務分析
（３） 市場性及び大規模外国投資の可能性
（４） フィージビリティ
モデルA; 択伐更新によるチップ生産モデル

チップ生産による持続可能なマングローブ林経営は、マングローブの成育の条件が良い箇
所で、かつ広大な規模の森林を必要とすることが明らかにされた。適切な造林システムを採
用すれば永続的に再生、利用することができる有用な資源であることも明らかになった。現
在HPHの取得は外国企業に許されていないので、国内企業による経営となるが、重要な点は
マーケティングの問題であり、一定の需要が継続的に確保されれば価格が安定することから、
持続可能な経営が可能であると考えられる。今後、間伐材等の有効利用に目を向け、一層の
森林整備の充実に役立てていくべきである。

モデルB; 択伐更新による木炭生産モデル

高成長地域でも、人口圧が高い地域では、チップ生産のように広大な規模を必要とする産
業は成立し得ない。木炭の生産は高成長地域であれば、特に大きな規模でなくとも持続可能
な経営が可能であることが明らかになった。回帰年15年等短い伐期を想定した場合には、毎
年の育林作業に必要なコストが倍増するため、コストが割高になり、必要な経営面積もより
大きくなる。１窯当たりの面積は１－5ヘクタール増加するだけであるが、窯の数が著しく増
えた場合には、必要となる面積も著しく増加してしまうため、効率的な土地利用になると判
断することはできない。したがって、30年回帰年による経営システムが持続可能なモデルと
して望ましいことが明らかになった。木炭は技術の有無によって収量に大きな差がでてくる
ため、技術開発に取り組み、まず、良い窯を現地の資材で開発することが事業開始の重要な
第1歩になると考えられる。木酢液の採取や多用途への利用開発などによって経営の多角化と
市場の開拓を図ることによって収益性を高めていくことが出来る可能性があると考えられる。

モデルC 小面積皆伐再造林による木炭生産モデル

低成長地域であっても、一定の面積の伐期にまで生育したマングローブ林が存在し、単位
面積当たりの人口密度が低い、すなわち単位面積当たりで扶養しなければならない人口が少
ない場合には木炭生産による持続可能な経営を実現することが可能であることが明らかにな
った。さらにこの製炭事業による収益を利用して、拡大造林を行っていくことも不可能では
ないと考えられる。また、大規模な投資をするのに十分なマングローブ林の面積が確保され
ない場合には、炭焼き窯ひとつを所有する個人や小規模な企業によっても木炭生産を行うこ
とはは可能であると考えられる。
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モデルD 粗放的養殖経営とマングローブ造林を組み合わせたモデル

単位面積当たりの収益を考えれば、利用できる土地が限られている場合には、投資家は木
炭生産等よりも養殖経営をまず間違いなく求めるものと考えられる。地域住民は、収入増加
を期待して養殖池を建設するのであって、マングローブ造林を推進するために池の中に植栽
するように求めることは無理であり、一般的に同意されることはない。一方、海岸線におけ
る養殖池と同じ面積のマングローブ植林については、海岸浸食の防止は住民にとっても大き
な関心事であることから、政府がこれを推進することは可能であると考えられる。粗放的養
殖経営に対して大規模投資を導入するためには、物理的・地形的問題、土地所有権の問題、
タンバック所有者の組織の問題、さらには養殖技術の確立等の様々な問題点等が解決される
ことが必要である。放棄された養殖池や操業されていない養殖池に投資を行う場合には、5-
20ha程度の小規模投資から試験的に開始し、成功を確認しながら徐々に投資規模を拡大して
いくことが望ましいと考えられる。

このモデルでは、マングローブを新たに養殖池として開発するのでは無く、放棄された養
殖池が洗浄され、3－5年自然の潮汐により洗浄され、再び利用可能になった箇所等を再利用
することを前提としている。こうした一群の養殖池跡地をまとめて粗放養殖池の経営に可能
な一定の面積を確保し、再び養殖池として再利用すると共に、同面積をマングローブ林とし
て造林、利用することとする。マングローブ造林にかかる経費は、養殖池の収益の中から十
分確保できることとなる上、一定の樹種、植栽方法を用いることにより、養殖経営に役立て
ることができることが、数百年もの歴史をもつ実際の伝統技術の中から検証されている。
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